
 

 

る問題です。議論の経過が注

目されるところです。 

 

◆国家公務員の副業も容認

へ 

２つめは、国家公務員の副

業が一部容認されることで

す。 

6 月 15 日に閣議決定され

た「未来投資戦略 2018」にお

いて、「国家公務員について

は、公益的活動等を行うため

の兼業に関し、円滑な制度運

用を図るための環境整備を

進める」と明記されました。

ここでいう「公益的活動等」

とは、特定非営利法人（ＮＰ

Ｏ）等による、環境保護、教

育、地方活性化等の仕事を指

します。 

従来、国家公務員は国家公

務員法や通達により、「職務

に支障が出ない活動」（大学

の教員、本の執筆等）しか認

められていませんでした。同

様に地方公務員も、神戸市や

生駒市等、認めてられている

例はごく一部でした。 

今回の方針決定により、公

務員が副業を行うことも一

般化していくかもしれませ

ん。 

 

◆副業容認は制限とセット

で 

報道によれば、副業をしよ

うとする国家公務員は、各省

庁の人事担当者に届け出る

必要があります。また、「副

業は休日に行う」「長時間労

働にならない」「副業先が政

府と利害関係のある団体で

はない」といった制限が設け

られる見込みです。 

厚生労働省「モデル就業規

則」最新版（今年 1月公表）

においても、「労務提供上の

支障がある場合」や「企業の

利益を害する場合」等には、

会社は副業を禁止または制

限できると規定されていま

す。 

企業が副業を許可制・届出制

とするにあたっては、上記の

ような制限を就業規則に規

定しておくことが重要です。 

 

８月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

 
10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取

得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場

合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開

始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始して

いる場合＞ 

［労働基準監督署］ 

 

31 日 

○ 個人事業税の納付＜第１

期分＞［郵便局または銀

行］ 

○ 個人の道府県民税・市町

村民税の納付＜第２期分

＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出 

［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離職

の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆定年廃止も約３割 

希望者全員 66 歳以上まで

働ける企業の雇用確保措置

内容の内訳としては、「希望

者全員 66 歳以上継続雇用」

が 55.0%と最も多く、「定年

なし」も 26.8%と約３割を占

めています。建設業、情報通

信業、宿泊、飲食サービス業

などでは、比較的、定年を廃

止とする措置が多い傾向に

あり、人手不足の産業を中心

に、長く働ける措置を実施し

ている企業が多いことがわ

かります。 

 

◆国も高齢者雇用を推進 

厚生労働省は、従業員が 31

人以上規模の企業で、65 歳ま

での継続雇用を再雇用制度

で対応している約 12 万社を

対象に、定年制の撤廃や再雇

用年齢の引上げを呼びかけ

るとしています。 

今後は、高齢者雇用の取組

みがますます求められてく

る中で、企業としても、高齢

者雇用に対応した処遇制度

や研修体制、健康配慮の体制

などを整えていく必要があ

りそうです。 

 

【厚生労働省「労働市場分析

レポート」】 

https://www.mhlw.go.jp/co

ntent/11600000/000307818.

pdf 

 

 

加速する「副業・兼業」

容認 

 

◆副業にまつわる２つの最

新動向 

いわゆる「多様な働き方」

の１つに、「副業・兼業」（複

数の企業と労働契約を結ぶ

働き方）があります。今年６

月、この副業にまつわる動き

が２つありました。 

 

◆副業する人の労災問題、 

議論開始 

１つめは、厚生労働省の労

働政策審議会が、副業する就

業者の労災について議論を

開始したことです。その主な

論点は以下の２点です。 

・労災保険給付……本業先・

副業先の賃金の合算分を基

にした給付額とするかどう

か 

・労災認定……本業先・副業

先の業務上の負荷（労働時間

等）を合わせて業務起因性の

判断をするかどうか 

労災は、副業を容認するに

あたり、どの企業も直面しう

66 歳以上まで働ける企

業の割合に関する調査よ

り 

 

◆66 歳以上まで働ける企業

の割合が増加 

厚生労働省が公表した労

働市場分析レポート「希望者

全員が 66 歳以上まで働ける

企業の割合について」によれ

ば、従業員 31 人以上規模の

企業で、希望者が 66 歳以上

まで働ける企業の割合が、平

成 29 年度で 9.7％（前年比

1.2 ポイント増）に上ること

がわかったそうです。 

 

◆企業規模が小さいほど 65 

歳を超えた高齢者雇用に積

極的 

企業規模別にみると、31～

100人規模で12.0%、101～300

人規模で 6.2%、301 人以上で

3.0%と、規模が小さい企業の

ほうが、65 歳を超えた高齢者

雇用に積極的であることが

うかがえます。また、ここ５

年間では全体的にゆるやか

な増加傾向が続いていてい

たところ、平成 28 年度から

平成 29 年度にかけての伸び

は大きくなっています。 
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